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はじめに

年金制度の目的は，長生きした場合や不測の事態

の所得保障や生活保障などそのリスクに対応するこ
とである．我が国では公的年金制度への強制加入が
義務付けられており，およそ�	歳以上の全国民がい
ずれかの年金制度に加入している．一般に，年金制
度の財政方式は，大別すると年金給付の財源を社会
保険料とする社会保険方式と財源を税金で賄う税
方式の �つがある．さらに，社会保険方式には，積
立方式と賦課方式がある．現在の我が国の年金制度
は，積立方式に基づく積立金を保有しつつ，世代間

の所得移転を行うという賦課方式の機能も持ち合わ
せた，いわゆる修正積立方式��あるいは修正賦課方
式��と呼ばれるものである．
ところで，国民皆年金を前提とした年金制度が施
行された昭和
�年当初は，我が国の年金財政は積立
方式で運用されていた．しかし，高度経済成長期に
入って，急激な生活水準の向上や大幅な物価の上昇
に直面し，我が国の年金制度は，給付額を引き上げ
る必要に迫られた．その財源を支えるには，保険料

引き上げによる増収や公的負担の増額が必要であり，
そのためには財政方式を賦課方式へと移行すること
が必要になった．その当時は，高度経済成長の最中
にあったうえに，給付が必要となる高齢者も少なく，
現役世代が多かったこともあり，短期的に見ると，
財政的には賦課方式のメリットを十分に活かすこと
ができた．
しかし，昭和��年の第一次石油ショックを機に，
高度経済成長が望めなくなったことに加え，少子高

齢化の進展により，年金給付が必要となる高齢者が
増えるのに反して，支える現役世代が減少すること
になり，年金制度の財政赤字が問題視されるように
なった．特に，高齢者を多く抱える国民年金の財政
逼迫は著しく，年金の制度間格差が問題視されるよ
うになったこともあり，昭和��年には国民年金を全

国民共通の基礎年金とするという年金制度の一元化
が実施されるに至った．このような経過を辿ってき

た我が国の年金制度の財政問題は，解散総選挙が取
沙汰されている現在（平成�	年 
月）も根本的には
何ら解決されておらず，議論百出の観を呈している．
したがって，こうした各方面からの年金制度の案を
この時点で整理比較しておくことはあながち無駄で
はあるまい．そこで，本稿では，年金制度の財政方
式である税方式と社会保険方式の功罪を整理したう
えで，平成�	年 �月�
日に社会保障国民会議より提
案された年金制度改革案を中心に，各方面から提示

された年金制度に対する提案を整理比較し，その問
題点を明らかにすることを目的としている．

�．税方式と社会保険方式の功罪

後の議論を明確にするために，ここでは，公的年
金制度の財政方式として，税方式と社会保険方式の
功罪について整理しておく．

　�．�．税方式

税方式とは，最低保障年金の財源について社会保
険料の代わりに税金を用いる方式である．その方式
には，消費税を年金目的税とする方式や所得税，法
人税など税収入の一部で年金財政を賄う方法等が
ある．
税方式のメリットとして挙げられるのは，税金一

括徴収の財政方式であるため，徴収に強制力があり，
現在の国民年金のような保険料の未納に対処できる
とともに，雇用主の負担の事務処理のわずらわしさ

も削除することができる．また，現在の国民年金の
ような定額の保険料に比べて，所得の逆進性���の
問題も解消される．
税方式のデメリットは，税金一括徴収であるため，

自分がどれだけ年金の負担額を支払い，その負担額
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がどの程度給付に反映されているのかが不明確にな
ること，あるいは，所得の捕捉率の違いによって，
公平に課税されないことである���．したがって，こ
の方式の成立する前提条件は所得の捕捉率が公正か

つ完全であることである．

　�．�．社会保険方式

社会保険方式とは，最低保障年金の財源を社会保
険料で賄う方式であり，その方式は積立方式と賦課
方式の �つに大別できる．
　�．�．�．積立方式

積立方式とは，若い時に支払った保険料がそのま
ま将来の自らの給付額となる方式である．

積立方式のメリットは，世代間の扶養の必要がな
いため，世代間の不公平が起こらないことである．
また，少子高齢化などの人口構成による影響を受け
ないことである．
積立方式のデメリットは，物価や生活水準の変動

により必要給付額の増加に対応しにくいことである．
例えば，物価や生活水準の急激な上昇によって勤労
世代に積み立てた保険料の実質価値が下がり，年金
を受給するようになった時，当初予定の年金額では，

生活することができなくなる危険性を含んでいる．
したがって，この方式の成立する前提条件は物価や
生活水準が安定的であるということである．
　�．�．�．賦課方式

賦課方式とは，退職世代の年金給付を勤労世代の
保険料で賄う方式である．したがって，世代間の扶
養が行われており，退職世代に年金を給付するため

には，勤労世代の保険料が不可欠である．
積立方式とは逆に，賦課方式のメリットは，生活

水準や物価水準が変化した場合，その時代の退職世
代の給付は勤労世代の保険料によって賄われるため，

物価や生活水準の変化に対応しやすいことである．
賦課方式のデメリットは，現在のような少子高齢

化によって人口構成が変化すると，保険料と給付の
バランスが崩れ，世代間で不公平が生じること，勤
労世代が退職世代より少ない場合，勤労世代に保険
料増額を強いたり，財政赤字となったりする危険性
があることである．したがって，この方式の成立す
る前提条件は人口構成が安定的であること，しかも，
勤労世代の方が退職世代よりも多いことである．

以上の内容を整理すると，表 �のようになる．

�．提言の整理

ここでは，平成�	年 �月�
日に行われた社会保障
国民会議の中で発表された基礎年金の税方式化の提
案を含めて，その際検討された諸試算を紹介すると
ともに，各報道機関等から提案された年金制度の運
用案について整理比較する．

　�．�．社会保障国民会議の提案の骨子��

社会保障国民会議とは，福田首相���のもと，社
会保障のあるべき姿について議論を行うことを目的
として，平成�	年 �月��日に開催が決定されたもの
である．�月�
日には，年金・雇用を議論する「所
得確保・保障分科会」，医療・介護・福祉を議論す
る「サービス保障分科会」，少子化・仕事と生活の

表 � 税方式と社会保険方式の長所と短所
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調和を議論する「持続可能な社会の構築分科会」の

つの分科会が発足した．そして，平成�	年 �月�


日に，年金について，より広範囲な視点から議論を
行うための資料として，基礎年金の財源を全額税方

式で行った場合のシミュレーション結果が報告され
ている．そのシミュレーション結果を次に示す．な
お，試算に際しては，図 �に示すような現行の基礎
年金制度の枠組みが前提となっている．
マクロ試算：基礎年金全体から見た将来（平成��年

度まで）の保険料負担や国庫負担額あ
るいは給付額についての試算結果

�）現行制度において，国民年金保険料の納付率を
それぞれ���，�	�，
	�と想定して ���，平

成��年度から平成��年度の保険料負担と国庫
負担額および基礎年金給付額を試算している．
結果は表 �に示されている．その結果，納付
率を変化させても基礎年金の給付額および保
険料負担，国庫負担額はさほど変化しなかっ
た．このことから，未納や未加入により，年
金財政が著しく悪化することはないと結論し
ている ���．

��）基礎年金給付額を月額満額 �万円に想定して，
平成��年度から平成��年度における保険料負
担と国庫負担額および基礎年金給付額を試算
した．ただし，給付額算定に際しては，保険料

未納期間を考慮している．合わせて，最低保
障年金として月額 �万円を新設した場合も試
算している．結果は，表 
に示している．こ
れによると，月額 �万円に増額した場合の国
庫負担金は，平成��年度に���兆円，さらに，
平成��年度には
��兆円の増額が必要となる．
また，最低保障年金 �万円を新設すると，平
成��年度に��	兆円，平成��年度には���兆円
の公的負担額の増加が必要となる���．

���）基礎年金を税方式とした場合については以下
の �つのケースについて試算を行っている．
（ケース �）過去の保険料未納期間とは無関

係に現行の満額���万円を一律給
付する．

（ケース �）過去の保険料未納期間に応じて，
給付額を���万円から減額する．

（ケース �）過去の保険料納付期間に応じて，

図 � 我が国の公的年金制度
（出所：財団法人厚生統計協会：保険と年金の動向，��（��），��，����，より作成）

表 � マクロ試算 �）国民年金保険料納付率の変化

表 � マクロ試算 ��）基礎年金給付額の変化
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月額
�
万円を上限とする金額を
一律の基礎年金（���万円）に加
算する．

（ケース ��）過去の保険料納付期間に応じて，

月額���万円を上限とする公費負
担金額を一律の基礎年金（���万
円）に加算する．

これらのケースの結果は表 �に示している．これ
を見ると，ケース �では，平成��年度には，�兆
円，平成��年度には，�兆円の税財源が必要になる．
ケース�では，平成��年度で �兆円の税財源が必要
になる．ケース�では，平成��年度には��兆円，平
成��年度には，��兆円の税財源が必要になる．ケー

ス ��では，平成��年度には��兆円，平成��年度に
は，��兆円の新たな税財源が必要であると結論して
いる．
ミクロ試算���：現行制度と税方式化案 �	�が家計に

与える影響についての試算結果

ケース �から ��の勤労者世帯および企業や自営
業者世帯に対する影響は，表 �に示されている．表
�から分かることは以下のことである．

�）勤労者世帯に対する影響は，「基礎年金分の保

険料軽減額」＜「消費税負担の増加額」とな
り，税方式によって負担は増加している．

��）企業に対する影響は，税方式化することによ
り，基礎年金にかかる事業主負担分が無くな
るため，負担は減少する．

���）自営業者世帯に対する影響は，概ね「基礎年金
分の保険料軽減額」＞「消費税負担の増加額」
となり，負担は減少している．しかし，高所
得者層と保険料免除の対象とされるような低

所得者層では，「基礎年金分の保険料軽減額」
＜「消費税負担の増加額」となり，税方式化
により，負担は増加している．

以上が，社会保障国民会議のシミュレーションに
よる結果である．

表 � マクロ試算 ���）税方式化

 
 

表 � ミクロ試算の比較表
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　�．�．各機関の提案

ここでは，前節で述べた社会保障国民会議のシ
ミュレーションの際に参考にした各機関からの提
案について，税方式および社会保険方式と税方式の

併用，さらに社会保険方式の 
つに分けて，整理を
行う．
　�．�．�．税方式

　�．�．�．�．日本経済新聞社（平成��年 �月�日）

日本経済新聞社は，��国民年金保険料の未納の解
決，��負担の不公平の是正（世代間，世代内不公平），

�消費税を財源とするため所得に見合った負担の実
現，��国の執行体制の効率化を目的に，「年金制度改
革研究会」の中で，基礎年金の給付総額�
兆円（平

成��年度）を全額消費税で賄うことを提案している．
その際，給付額は，過去の保険料未納期間に応じて，
満額月額���万円から減額するものとしている（前掲
表 �のケース �を参照）．なお，給付額�
兆円のう
ち，���兆円はすでに，税財源で賄っているので，残
りの��兆円を新規の消費税で賄うとすれば，その消
費税率を約 � �の幅で上げる必要があり，合計消費
税率は，�	�前後が見込まれるとしている．

図 � 日本経済新聞社案
（出所：日本経済新聞社：基礎年金，全額消費税で．
����年 �月 	日，�面より筆者作成）

　�．�．�．�．年金制度を抜本的に考える会

　　　　　　（平成��年 �月）

年金制度を抜本的に考える会は，現在の年金制度
の問題点について，少子高齢化による年金給付額の

減少（生活保障）や，保険料の所得逆進性（公平性）
さらに，第 
号被保険者の保険料の問題（制度の空
洞化）という観点に絞り，以下の提案をしている．
この提案は，最低保障年金として月額 �万円を全額
消費税で賄うとしている（前掲の表 
を参照）．ちな
みに，最低保障年金�	兆円を賄うために必要となる
消費税率は，
 �程度の増加としている．なお，こ
の他に，各種制度を統合し，積立方式による �階建
て部分の創設や国民年金加入者に対する遺族年金の

強化を提案している．
　�．�．�．社会保険方式と税方式の併用

　　　　　� 読売新聞社（平成��年 �月��日）�

読売新聞社の提案は，基礎年金の給付額を最低 �

万円から最高 �万円に設定し，その財源を保険料と
国庫負担，および社会保障税とによって賄うとして
いる（前掲の表 
を参照）．最低保障 �万円と最高
金額を �万円とする提案を同時に行うと，平成��年
度では必要な財源は���兆円になる．これを消費税

で賄うと，消費税率 � �の増加となる�
�．これを図
示すると図 
のようになる．
ただし，読売新新聞社はこの � �のほかに，介護・
医療も含めて�	�の社会保障税率の新設を提案して
いる．
　�．�．	．社会保険方式

　　　　　� 朝日新聞社（平成��年 �月�
日）�

朝日新聞社の提案は，現行の社会保険方式を維持
し，年金よりも，医療や介護に重点を置くというも

のである．さらに，パートや派遣社員を厚生年金へ

図 � 読売新聞社案
（出所：読売新聞社，「最低保障年金」を創設．����年 �月�
日，�面より筆者作成）



��� 平田智子・坂本 　圭・植田麻祐子・喜田泰史

図 � 朝日新聞社案
（出所：朝日新聞社，希望社会への提言 ���パートも派遣も厚生年金に，����年 �月��日社説より作成）

の加入を義務付けた上で，国民年金の被保険者であ
る第 
号被保険者を廃止する．また，第 �号被保険
者の所得の捕捉率を上げ，�階部分である厚生年金，
共済年金を厚生年金へ一元化するという案で，これ
を図に示すと，図 �のようになる．なお，朝日新聞

の提案には具体的な数値資料がないので，他のもの
と直接比較することは不可能である．

	．まとめ

以上のように，社会保障国民会議のシミュレー
ションを中心として，各方面からの提案を基礎年金
財政に焦点を絞り整理したが，ここでは，その内容
を比較し，問題点を明らかにする．表 �には社会保
障国民会議を除いた各種提案をまとめている．表 �

を見ると，各種提案には共通の部分もあるが，その
背後にある前提条件は，年金給付額，未加入の取り
扱い，あるいは年金制度以外の介護や医療など社会
保障全体の財政を視野に入れたものなど多岐に渡っ
ており，一概に比較することは困難であることを承
知の上で，あえて比較を行うことにしよう．例えば，
年金給付額について触れているのは，日本経済新聞
社，年金制度を抜本的に考える会，読売新聞社であ
るが，日本経済新聞社は現行と同じ満額���万円，年

金制度を抜本的に考える会は，最低保障額を �万円，

読売新聞社は，最低保障額を �万円，満額 �万円と
それぞれ異なっている．
また，財政方式について見てみると，現行の社会

保険方式から税方式へ変更する提案や社会保険方式
を維持する提案，あるいは両方式の併用などに分け

ることができる．まず，税方式を唱えている日本経
済新聞社と年金制度を抜本的に考える会では，保険
料未納の回避や所得の逆進性の問題については税方
式のメリットを活かしていると言える．次に，社会
保険方式の維持を唱えている読売新聞社と朝日新聞
社では，社会保険方式の中でも，積立方式と賦課方
式のどちらの立場を取るのかについては述べておら
ず，読売新聞社は，社会保険料を残しつつ，年金の
みならず，介護や医療にも当てることができるよう

に，消費税を目的税化した，新たな社会保障税の導
入を提案している．
いずれにしても，試算の結果を総合してみると，基
礎年金については消費税率の上げ幅を � ���	�����

必要とすると結論することができよう．しかし，衆
議院選挙を間近に控えた現状において，平成��年度
から消費税率を引き上げるという政策実行は，ほぼ
不可能に近いと考えられる．さらに，この財源を消
費税以外の財源で賄うとすれば，来年度予算の編成

作業においては，やはり，実現性に乏しいと言わざ

表 
 各種提案の比較表



公的年金財政問題に対する諸改革案の比較 ��


るを得ない．このように考えると，本稿で紹介した
基礎年金に関する諸提案の実現は時間を要するので，
実行するにしても平成��年度以降にずれ込むものと
思われる．

ここでは，セーフティーネットとしての基礎年
金を中心に議論を進めてきたが，最後に，以下の点
を指摘しておきたい．そもそも，国民年金における
セーフティーネットの概念は，スウェーデン方式に
見られるように，所得水準を基準として全国民を対
象とする一つの制度の中で低所得階層への配慮とし
て把握されるのが一般的である．ところが，我が国
の年金制度の議論は，セーフティーネットとしての
基礎年金を国民年金に置き換えた上で，国民年金，

厚生年金および共済年金の併用を前提としたもので

あり，必ずしも，所得水準を基準としたものと同一
ではない．そのため，制度間の財政不均衡や制度間
の不公平の問題が内包されることになる．日本経済
新聞社，年金制度を抜本的に考える会，朝日新聞社

が提唱しているように，年金制度の一元化を論じる
場合には，所得の公正な捕捉制度を前提として，比
例報酬部分を含めた保険料負担や給付額について具
体的な制度を再構築することが必要であることを強
調しておきたい．

本稿執筆にあたり，ご指導，有益な示唆と助言を賜りま

した川崎医療福祉大学 　斎藤観之助教授をはじめとする諸

先生方に心より感謝申し上げます．なお，残存するであろ

う誤解や誤りは，もちろん筆者の責任である．

注

� � ）所得の逆進性とは，保険料が定額であると，所得が低い人ほどその負担が大きくなり，所得が高い人ほどその負担は小

さくなるというように，所得に対して負担が逆進的であることを言う．

� � ）一般に，��� 　� 　� 　��あるいは �� 　	 　
�などと指摘されているように，所得の捕捉率については，給与所得，利

子配当所得などの源泉課税所得か，あるいは不動産所得や事業所得などの申告課税所得かによって異なっている．

� � ）平成��年 �月 �日に福田首相の突然の辞任により，今後社会保障国民会議が存続していくことになるのかどうかは不

明である．

� 
 ）ちなみに，平成��年度の保険料納付率は	����である��．

� � ）計算に際しては，未納や未加入の増加によって，無年金者が増加することを前提にしている．

� 	 ）後出の読売新聞社案と対照することもあり，社会保障国民会議の試算では，国庫負担の増額は消費税による税財源で賄

うものとしている．

� 
 ）なお，ここでは消費税負担が増えたことによって給付額も増加するといった二次的な影響については考慮していない．

� � ）� �でも述べたように，ここでは，税方式化の手段として，消費税財源を前提としている．

���）前述のように，消費税率 ��の増加を含め，���の社会保障税率の新設を提案している．
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�）木下康司：図説日本の財政．初版，東洋経済新報社，東京，���，���
．

�）渥美由喜：連載年金制度改革．�公的年金の財政方式をめぐる議論 � 賦課か積立か �．
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���
	��������������������������	������ 　参照年月日���������

�）社会保障国民会議第一分科会：（所得確保・保障（雇用・年金））中間まとめ「社会保障制度健全化の鍵は現役世代の

活力」����������������	�����������	��	������	�����������	���	�	���������	���� ����� 　参照年月日

���������	


）社会保険庁：平成��年度における国民年金保険料の納付率等について．

������������	��������	�������������������������������� 　参照年月日���������

�）日本経済新聞：基礎年金，全額消費税で．�面，����年 �月 
日．

	）読売新聞：「最低保障年金」を創設．�面，����年 
月�	日．


）年金制度を抜本的に考える会：提言とりまとめ（案）．���������������������	�������	���	������ 　参照年月

日���������	．

�）朝日新聞社：希望社会への提言 ���パートも派遣も厚生年金に．社説，����年 �月��日．

（平成��年��月��日受理）
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